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はじめに

　本州四国連絡道路の建設および管理

は、これまで本州四国連絡橋公団が実施

してきましたが、昨年10 月に道路関係

４公団が民営化され、本州四国連絡高

速道路株式会社（以下「JB本四高速」と

言う）が、日本高速道路保有・債務返済

機構（以下「機構」と言う）から本州四国

連絡高速道路を借り受けて、管理業務を

実施することになりました。このたび、

JB本四高速が機構と本州四国連絡高速

道路の貸し付けについての協定を締結す

るとともに、平成18 営業年度の事業計

画を作成し、国土交通大臣の認可を受け

ました。JB本四高速の会社概要や今後

の取り組みなどについて、紹介します。

1. 会社概要

　JB本四高速は、高速道路株式会社法

に基づき設置された株式の2／3を政府

が、1／3を関係する地方公共団体が保

有する特殊会社です。会社の概要を表1

に示します。

2. 組織

　JB本四高速の組織は、本社と現場の

管理センターからなっています。組織図

を図１に示します。

表1　本州四国連絡高速道路株式会社の概要

図1　JB本四高速組織図
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R E P O R T 1

お客様に安全、安心、快適に利用していただけるよう、サービスの充実に努めます。

200年以上の長期にわたり利用される橋をめざし、万全な維持管理に努めます。

橋梁技術のフロントランナーとして、技術の継承・高度化を推進します。

瀬戸内の美しい自然を大切にし、環境に配慮します。

公正で効率的な運営により、経営の安定と成長をめざします。

経営理念の実現に向け、誇りと自身を持って挑戦します。

お客さまの視点を大切にし、お客さまとの対話に努めます。

現場重視で、素早く決断し、課題を解決します。

自立・自律の精神で仕事に臨み、創意工夫と自己研鑽に努めます。

社員相互の信頼と理解を深め、明るく、風通しのよい職場をつくります。

会社を支える気概を持ち、会社の発展をねがい、自らの幸せを築きます。

経営理念　Bridge: Communication & Technology

行動規範
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私たちは、本州と四国を結ぶ世界に誇る橋を良好に保つことにより、人と物の交流と地域の連携を推進し、経済の
発展と生活の向上に寄与します。また、これまで培ってきた橋の建設、管理技術を活用して、広く社会に貢献します。

3. 経営理念・行動規範

　会社の発足にあたって、会社がめざし

ているものを対外的に示すとともに、社

員の意識を統一するために、「経営理念」

を作成しました。また、経営理念の実現

に向けて、社員の一人ひとりがどのよう

に行動すべきかを示した「行動規範」を

作成しました。経営理念および行動規範

を下記に示します。

4. 平成18営業年度
 事業計画の概要

　平成18 営業年度の事業費として、総

額約228 億円、うち高速道路事業では

約197 億円を、高速道路事業以外の関

連事業では約31億円を予定しています。

また、当期純利益として約１億円を見込

んでいます。

　なお、高速道路事業では、道路料金収

入約754 億円に対し、機構に支払う道

路資産賃借料として約583 億円を予定

しております。

（1）高速道路事業の主な取り組み

①  200 年以上の長期にわたり利用され

る橋をめざし、橋梁の耐震補強を進

めるとともに、瀬戸大橋の全面塗り

替え塗装に着手します。

②  企画割引商品として、観光交通量の

増加を目的にJTB協定ホテル・旅館

とのセット販売による「本四２橋めぐ

経営理念・行動規範
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項　目 内　容

計　画

調　査　　
調査計画の立案・
アドバイス

● 自然条件（気象・海象、地形・地質）
● 社会条件（環境・航路・漁業等）

基準の作成
設計条件の設定、
基準の整備

● 耐風設計、耐震設計基準
● 上下部工の設計・施工基準等

技術開発 技術課題の抽出、対応
● 設計手法、施工計画、コスト算定等
● 現場における施工上の課題への対応

設計・施工
設計手法、施工計画、
コスト算定等

● 厳しい架橋条件への対応
● コスト縮減化への対応

維持管理 維持管理手法の提案
● 省力化、長寿命化
● 橋体の健全度調査

橋梁形式（案）の提案 国内外の最新の知見から最適形式を選定

り割引」を実施します。また、17 営業

年度にご好評をいただいた瀬戸大橋

での「与島ＰＡＵターン割引」を、岡

山県、香川県と共同で実施する与島

を舞台にしたイベントの開催される

４月に実施します。

（2）高速道路事業以外の関連事業の
主な取り組み

①  魅力あふれるサービスエリアの創造

をめざして、淡路SA（下り線）に観

覧車を誘致しました。（４月下旬オー

プン、右上写真参照）

②  本州四国連絡橋の建設・管理で培っ

た技術を活用し、長大橋に関する調査、

設計等や、当社の技術者を派遣して

設計業務の管理、施工業務の管理の

技術支援を行う設計・施工管理型の

ＣＭ（Construction Management）

関係業務にも取り組むこととしてい

ます。（表２参照）

5. おわりに

  今後は、地域の方々やお客様に愛され

る会社になることを目標に、社員一同、

一丸となり、経営理念の実現に向けて、

誇りと自信をもって挑戦する企業づくり

に取り組んでまいりますので、皆様方の

あたたかいご支援をよろしくお願いいた

します。

淡路サービスエリア
（下り線）観覧車

表2  長大橋技術に関する技術支援の内容
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IT を活用した交通安全対策に関する
取り組みの紹介
山田敏之 （企画開発部研究員）

R E P O R T 2
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1. はじめに

（1）交通事故の状況

　第７次交通安全基本計画（平成13 ～

17 年度）では、政府目標として交通事故

死者数8,466 人以下を掲げていたが、平

成17 年の死者数は6,871 人となり目標

を達成している。

　しかしながら、死傷者数は増加傾向

で、6年連続 110 万人以上と依然とし

て憂慮すべき交通情勢にある。（図1参

照）

　自転車の交通事故の状況は、死者数

は昭和45 年から昭和55 年の 10 年間

の実現を目指し、以下の3点が挙げられ

ている。

① 平成24年までに交通事故死者数を

5,000 人以下

② 平成22 年までに交通事故死者数を

5,500 人以下

③ 平成22 年までに交通事故死傷者数を

100 万人以下

　そのような中、国土交通省の交通安全

対策のターゲットとして以下の3点が挙

げられている。

【対策方針 1】歩行者等の事故削減を

重視

【対策方針 2】地方部においては幹線

道路の事故対策を重視

【対策方針 3】都市部においては生活

道路の事故対策を重視

で半減し、その後横ばいである。一方、

死傷者数は昭和45年の 86,536 人から

平成16 年の約30 年間で２倍（190,251

人）に増加している。（図2参照）。

　事故原因に着目すると、発見の遅れや

判断・操作の誤りといったドライバーの

運転ミスが全体の約75％を占めている

ことがわかる。（図3参照）

　また、ドライバーは、「カーブ先の渋

滞」「山道のカーブ等での対向車」「速度超

過でのカーブ進入」でヒヤリとした経験

があるというアンケート結果も得られて

いる。（図4参照）

（2）目標とターゲット

　第8次交通安全基本計画の目標（以下、

目標という）は、世界一安全な道路交通

図1　交通事故死者数と死傷者数の推移

出典：警察庁発表資料

図2　自転車乗車中の交通事故の推移

出典：国土交通省資料
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カーブの
先の渋滞

山道のカーブ等
での対向車

速度超過での
カーブ進入

0%  20%  40% 60% 80%

55.0%

69.8%

40.0%

その他
（暴走・飲酒等）
25％

事故原因
の内訳

発見の遅れ
47％

判断・操作の誤り
28％

※規制速度50km/h 以上の車両を検知

高速出口合流車両への横断者存在表示システム

2. IT を活用した
 交通安全対策に関する取組み

　目標を達成させるには、死傷者数が

減少していない実情を鑑みると、従来の

交通安全対策だけでなく、運転ミスやヒ

ヤリとする要因を解消する情報を提供し

て事故を未然に防ぐ対策（ITを活用した

対策）が必要である。

　当機構で、ITを活用した対策導入を

検討した取組みを、交通安全対策のター

ゲットに沿って紹介する。

当該箇所は、高速道路から国道へ合流する箇所で、下り坂で車両の速度が高くなる。さ
らに、緩やかな左カーブとなっており、見通しが悪く、横断歩道上の自転車・歩行者が
発見しづらい。事故発生状況は、横断歩道上や合流部での接触事故が発生し、死亡事故
も発生している。

本サービスは、横断歩道における横断者の存在をセンサで検知し、路側処理装置で処理
を行い、ドライバーに対して情報提供装置で横断者の存在を知らせることで、走行時の
注意を促すサービスである。
効果は、出口車両の速度低下や横断歩道上における自転車・歩行者と高速出口車両との
接触事故の減少が期待される。

背景

サービスの概要と想定される効果

カーブ進入速度警告システム

当該箇所は、大型車が多く、5％の下勾配とＳ字カーブを有
する箇所で車両の速度が出やすい。既に中央帯にポストコー
ンを設置済み。事故発生状況は、カーブ内の正面衝突や車線
逸脱、停止車両への追突が発生している。

本サービスは、カーブ区間を速度超過して走行する車両をセ
ンサで検知し、路側処理装置で処理を行い、情報提供装置で
速度超過車両に走行時の注意を促すサービスである。
　効果は、カーブ区間の速度低下や観光客等普段現地を走行
しないドライバーの安心感の向上が期待される。 

背景

サービスの概要と想定される効果

【対策方針1】　歩行者等の事故削減を重視した取組み

【対策方針2】　地方部の幹線道路の事故削減を重視した取組み

図3　事故原因の内訳 図4　カーブ先の渋滞等でヒヤリとし
た経験75％はドライブ中の運転ミスが原因

出典：国土交通省資料
出典：国土交通省資料

歩行者の存在を
知らせる

センサで
歩行者を検知

1． 速度検知※

曲線半径
100m

2．情報提供
 「急カーブ」
 「速度注意」 3．減速 4．安全な速度で

カーブ進入
5．安全に走行

下り５％
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R E P O R T 2

　ITS のセカンドステージに向けて、

カーナビへの走行支援に関する情報提供

や車間距離制御システム（ACC）など、

車両側の装備拡充による交通安全対策も

今後期待される。

　一方、特定箇所に多発する交通事故

は、事故発生箇所や事故発生要因がパタ

ーン化され、対策のターゲットが絞られ

る。その対策に、路側でIT を活用した

交通安全対策を講じて事故を削減するこ

とは、第８次交通安全基本計画の目標を

達成させる上で、今後ますます必要にな

ると考えられる。

　また、ITを活用した交通安全対策も

従来の対策と同様、比較的安価で早期

に導入されることが必要であり、この

点も十分考慮した対策を検討する必要

がある。

　当機構は、IT技術を活用した交通安

全対策の導入検討などを手掛けている。

こうした活動を通じて、交通事故の減少

の一助となれれば幸いである。

（やまだ・としゆき）

当該箇所は、大型車が多く、曲線半径82ｍの急なＳ字カ
ーブを有する箇所で見通しが悪く、対向車を確認しづらい。
事故発生状況は、カーブ内の正面衝突や車線逸脱が発生し
ている。

本サービスは、見通しの悪い箇所における対向車の存在を
センサで検知し、路側処理装置で処理を行い、情報提供装
置で対向車の存在を警告し、走行時の注意を促すサービス
である。
効果は、カーブ区間の速度低下や対向車の存在を事前に
把握できることによるドライバーの安心感の向上が期待
される。

背景

サービスの概要と想定される効果

対向車接近警告システム

自転車への注意喚起表示システム

当該箇所は、縦断勾配（5.52％）がきつく、自転車の速度が高くなるが、本線は
渋滞しやすい。事故発生状況は、左折時の巻き込み事故（自動車と自転車の事故）
が多発している。

本サービスは、歩道を走行する自転車をセンサで検知し、路側処理装置で処理を
行い、速度が高い場合は、情報提供装置で自転車に対して速度の注意喚起を行い、
そうでない場合は巻き込み事故の注意喚起を行うことで、自転車の安全走行を促
すサービスである。
効果は、自転車の速度低下や自転車の巻き込み事故の減少が期待される。

背景

サービスの概要と想定される効果

【対策方針2】　地方部の幹線道路の事故削減を重視した取組み

【対策方針3】　都市部の生活道路の事故削減を重視した取組み

3. おわりに

2．情報提供（対
向車を検知し
た場合）

曲線半径
90m

3．減速
4．安全な速度で
カーブ進入 5．安全に走行

1．対向車検知

自転車の速度の
注意喚起を行う 自転車の速度を

検知する。
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上田浩司（企画開発部研究員）

緊急地震速報システムの活用方策について

R E P O R T 3

1. はじめに

　平成18 年度から気象庁によって運用

が開始される「緊急地震速報」は、地震

が到達する前に提供される情報（揺れが

到着するまでの秒数や揺れの大きさ）を

活用することで、電車・エレベータとい

った機械類の制御や停止と共に、人々に

「身構え」や「避難」の機会を与えること

で、地震の被害を軽減しようとするもの

である。

　緊急地震速報を道路分野で如何に活用

することができるかについて、自主研究

の成果から、その一端をご紹介したい。

2. 緊急地震速報

  緊急地震速報とは、気象庁の全国地震

観測システムによって観測された地震情

報を地震到達より早く遠隔地に伝える速

報のことである。

　地震が発生すると、初期微動となる揺

れの小さいP波と主要動（本震）となる

揺れの大きいS波が発生する。P波とS

波には速度差があり、P波がS波より秒

速3ｋｍ程度速く伝わる。よって、震源

地と到達場所に距離があればあるほど、

速度差が大きくなる。

　気象庁のシステムは、この時間差を「余

裕時間」として活用するものである。

　しかし、気象庁では、地震の観測か

ら速報発信までに3～4秒が必要で、瞬

時に本震が到達してしまう直下型地震等

は、速報を出すことが難しく効果が得ら

れないとしている。

3. 地震情報の活用の歴史

　これまでに地震情報を活用している鉄

道では、新幹線においては、東海道新幹

線で1989 年頃から地震情報を提供する

システムが設置され始め、1992 年の「の

ぞみ」運行時から全面稼動しており、山

陽新幹線では1996 年から本格稼動して

いる。また、在来線においても、1997

年から情報提供が始められている。

　近年では、建設会社、NPO、自治体

等によりシステムが導入され、（社）電

子情報技術産業協会では、平成17 年 4

月 1日から家庭内実証実験が開始され

ている。

　今後、エレベータにおいては、昨年7

月に東京で震度5強の揺れがあった際に、

エレベータ内に人が閉じ込められる事故

が相次いだことを受け、新たに設置され

るものについては、最寄り階停止装置が

義務化される見通しである。

図1．緊急地震速報による余裕時間の例

(出典：気象庁 )
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（財）気象業務支援センター

緊急地震速報 受信・転送

受信・変換→計算→Viewer/情報提供機器

気象庁アプリ

東大アプリ 

気象庁

4. 緊急地震速報の
 活用システムの概要

　緊急地震速報を活用し、主要動が到達

する前に対策を講じることで、地震災害

の軽減を図ることが期待される。

（出典：気象庁）

PC画面

　その後、東大アプリにおいて、受信→

任意地点の震度等計算→アラーム、文字

表示→位置表示（震源、現場）、リアル

タイム表示（猶予時間、同心円）となる。

（ 2 ）情報提供機器

　情報を提供する方法については、PC

以外に視覚、聴覚、体感に訴えるものが

あり、それぞれの特性に留意し、情報伝

達を行う必要がある（次ページ図参照）。

6. 道路における活用

（ 1 ）機械類の制御

　道路管理に使われている機器類につい

ては、早くから実用化されている新幹線

やエレベータの制御技術を比較的容易に

活用することが可能である。

図2．緊急地震速報の実用化

5. システム構成について

（ 1 ）データの流れ

　データの流れについては、気象庁から

震源地、各地の震度、到達時間が送られ、

気象庁アプリによって、受信→文字変換

→アラーム、点滅→転送を行う。

28 29



視　覚 聴　覚 体　感

情報提供機器

伝達媒体

長　所

短　所

参考写真

電光掲示板 表示灯 スピーカ 館内放送 振動発生端末

文字、記号 光源 アナウンス、サイレン、ブザー バイブレーション

（文字）
・情報量が多い。
・正確性がある
（記号）
・すぐに情報を理解
・表示スペースが
　小さくてすむ

（文字）
・情報量が多い。
・読むのに時間がかかる。
・日本語のみ。
（記号）
・情報量が少ない。
・全員が同事象を
　イメージするとは限らない。

・漏れ光によって、
光源を見ていなくても

　気づく。

・情報量が少ない。

（アナウンス）
・情報量が多い。
・正確性がある。
（サイレン）
・危険度を表現できる。

・作業をしていても気づく。
　（振り向かなくて良い。）

・振動を伴う作業中には
　伝達できない場合がある。
・作業中の振動は、
　危険を伴う場合がある。
・装置を身体に装着して
　おかなければならない。

（ブザー）
・危険度を表現できる
・注意を引くことができる。

（アナウンス）
・最後まで聞かないと分からない場合がある。
・即座に危険度を理解できない。
（サイレン）
・注意喚起音にはなるが、情報を伝達することは難しい。
（ブザーの場合も同様）
・消防車、救急車、パトカー等の既存の音と同じような
「地震の音」を設定することは難しい。

らされ、最も地震の二次災害を受けや

すい状況にあることから、情報を提供

することで、大きな効果が期待できる

と考えられる。しかしながら、危険を

感じてブロック塀に取り付いたために、

倒れたブロック塀の下敷きになり死亡

した例が示すように、情報提供が逆の

効果を生み出す危険もあり、最も課題

が多い形態である。

7. 今後の研究課題

　国民にとって有効な情報は、広く平

等に伝わるように発信しなければなら

ない。

　例えば、工事現場に情報提供した

が、歩行者には提供しないといった

場合には、そこに大きな不平等が生じ

る。しかし、両者に同じ方法で情報提

供することは不可能であり、効果も

期待できず、かえって危険が増すこ

とになるので、情報提供の方法や事前

の教育方法など検討する必要がある。

8. おわりに

　近年、大規模な地震が頻発している中

で、国民の防災への関心が高まっている。

　今後の課題としては、技術面のみでな

く、本システムの有効性を一般向けのイ

ベント開催、工事現場での実証実験等に

より、広く認知していただくことが重要

であると考えられる。

　「いざ」というとき適切な対応をとり、

地震による被害を未然に防止・軽減する

ために、本システムが有効に活用される

ことを期待する。　　

（うえだ・こうじ）

電光掲示板

（ 2 ）工事現場への情報提供

　工事現場は、日々移動すること、人間

が操作する機械類が多いこと、また元々

危険な作業を行う人間が混在しているこ

とから、速報を活用する上で最も課題が

多い場所であり、裏を返せば速報提供の

効果が高いところである。

（ 3 ）一般利用者への提供イメージ

　道路の利用形態は、大きく分類して車

両を運転している状態と歩道等を歩いて

いる歩行状態に二分される。

　車両の運転状態では、特に地震（本震

さえ）を感じることが難しいと従来から

指摘されていることから、地震速報の提

供効果は非常に大きく、衝突や逸脱とい

った事故を軽減できると考えている。

　歩行者が移動に使用する歩行空間は、

沿道の建物等の倒壊や落下の危険にさ

パトライト 屋　外 屋　内 携帯電話
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